
                                                                                       平成14年11月22日 

   平成１５年３月期  中間決算短信（連結） 

    上場会社名  株 式 会 社 錢 高 組           
    コ－ド番号  1 8 1 1                         

    （ＵＲＬ   http://www.zenitaka.co.jp/）          上場取引所           大証第１部 

    問合せ先        責任者役職名 総務部長              本社所在都道府県    大阪府 

                氏    名 今  若 裕  三            ＴＥＬ             (06) 6531－6431 

    決算取締役会開催日     平成14年11月21日 

     米国会計基準採用の有無   無  

    1. 14年9月中間期の連結業績（平成14年4月1日～平成14年9月30日）  

     (1)連結経営成績                                                        （金額：百万円未満切捨） 

  売 上 高  営 業 利 益 経 常 利 益  

              百万円     ％            百万円   ％             百万円    ％  

 14年9月中間期           67,125   △  9.4        △  1,277         -         △  1,212        -   

 13年9月中間期           74,090   △ 24.6               164       2.3              645        -   

 14年3月期          194,501             2,464            3,180  

 

  

 

 
中間（当期）純利益  

1株当たり中間       

（当期）純利益        

     潜在株式調整後１株当 

     たり中間(当期)純利益  

               百万円   ％              円 銭                 円 銭  

 14年9月中間期        △  2,205        -           △ 30.00                   -  

 13年9月中間期            2,016        -              27.42                   -  

 14年3月期            1,115             15.18                   -  

     (注)①持分法投資損益       14年9月中間期    - 百万円 13年9月中間期    - 百万円 14年3月期    -  百万円 
②期中平均株式数(連結)  14年9月中間期 73,525,390株 13年9月中間期73,531,014株 14年3月期73,530,269株 

③会計処理の方法の変更       無 

④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は,対前年中間期増減率 

    (2)連結財政状態 

  総   資   産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本  

               百万円             百万円                 ％        円 銭  

 14年9月中間期       250,260        27,604           11.0         375.45  

 13年9月中間期       249,775        33,231           13.3          451.94  

 14年3月期       240,095        30,759           12.8          418.34  

     (注)期末発行済株式数(連結)  14年9月中間期73,524,152株 13年9月中間期73,531,151株 14年3月期73,527,325株 

     (3)連結キャッシュ・フローの状況 

 

 

 

 

営 業 活 動 に よ る           

キャッシュ・フロー           

投 資 活 動 に よ る           
キャッシュ・フロー           

財 務 活 動 に よ る           
キャッシュ・フロー           

現金及び現金同等物          
期 末 残 高          

 

                百万円   

       13,546 14年9月中間期 

13年9月中間期         2,970 

             百万円  

          1,561 

       △  6,080 

             百万円  

      △    426 

      △  3,263 

             百万円  

        27,572 

          29,480 

 

14年3月期    △  21,223          1,917       △  3,656         12,892 

     (4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

          連結子会社数    4 社    持分法適用非連結子会社数    - 社    持分法適用関連会社数    - 社 

     (5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況  

          連結 （新規）   - 社    （除外）   - 社          持分法 （新規）   - 社   （除外）  - 社 

          

    2. 15年3月期の連結業績予想（平成14年4月1日～平成15年3月31日） 

  売   上   高 経   常  利  益 当  期  純  利 益  

               百万円             百万円              百万円  

    通    期           200,200              1,100              650  

     （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  8円 84銭 

         

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、 

今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

 



株式会社 錢高組 

- 2 - 

 企 業 集 団 の 状 況  
 

 

当グループは、当社及び子会社７社で構成され、建設事業、不動産事業を主な事業内容としております。 

当グループの企業集団の事業に係わる位置付けは、次のとおりです。 

 

 

建 設 事 業            当社は総合建設業を営んでおり、子会社であるゼニタカ地所㈱他２社が建設工事用資機材 

の賃貸等を行っております。 

 

不 動 産 事 業            当社は不動産事業を営んでおり、子会社である五番町ビル㈱他４社が不動産の売買、賃貸、 

仲介並びに管理等を行っております。 

 

 

事業の系統図は次のとおりです。 

 
                                          得          意          先 

                                                                                                             

      工事施工   不動産の売買、賃貸、仲介、管理等                  

 
当                      社 

 

 

   建設工事用資機材の賃貸等      不動産の売買、賃貸、仲介、管理等                  

  連 結 子 会 社              連 結 子 会 社              

     

 建    

  ゼ ニ タ カ 地 所 ㈱               

 設    

    

五 番 町 ビ ル ㈱             

京 町 堀 地 所 ㈱             

ゼ ニ タ カ 地 所 ㈱             

泉 地 所 ㈱             
 

 事   

    

 業 

非 連 結 子 会 社             

(持分法非適用会社) 
 

非 連 結 子 会 社             

(持分法非適用会社) 
 

    

  
海 外 2 社             

 

不 

  

動 

  

産 

  

事 

  

業 
海 外 1 社             
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経  営  方  針 
 

 

当グループは、信用第一、堅実経営の基に、社会から求められ、顧客からの信頼を得る企業を目指し、技術力

の向上と企画提案機能の充実により営業競争力を強化するとともに、財務体質の健全化、透明化を目的とした評価

減の前倒しや税効果資産の見直し、ＩＴを活用した業務改革の推進、顧客ニーズに応えうる生産システムの確立と

新技術の開発、環境対応等を重視した経営の実践にグループ一丸となって取り組んでおります。 

 

 

 

 

 財 務 方 針 並 び に 経 営 成 績  
 

 

1. 財 務 方 針 
 
財務体質の健全化、透明化につきましては、損失の前倒し処理を基本方針に次の通り取り組んでおりま

す。 

 

【不動産の評価について】 

不動産につきましては、平成7年3月期に全ての販売用不動産について時価が帳簿価額を下回る場合の差

額全額の評価減を実施したのをはじめ、平成12年3月期には全ての事業用土地について、将来の地価下落

局面に於いて含み損を抱える虞のある土地再評価法を適用せず、評価差額全額の評価減を実施しました。 

その後も、デフレ経済の進行により地価は下落し続けておりますが、販売用不動産、事業用土地ともに、

毎期帳簿価額の見直しを行い、時価との差額については評価減を実施しております。 

 

【退職給付債務会計について】 

退職給付債務につきましては、平成13年3月期の退職給付会計の導入に伴い発生した差額を全て一括償

却するとともに、給付債務の現在価値計算に用いる割引率につきましても、国債の金利を勘案して2.0%を

採用するなど、財務の健全化に努めております。 

 

【金融商品会計について】 

ゴルフ会員権等につきましては、金融商品会計制度が導入される以前の平成12年3月期から積極的に評

価減を実施してまいりました。 

投資有価証券の時価評価につきましては、平成13年3月期に金融商品会計に基づく時価評価を前倒適用

しておりますが、平成14年3月期以降は、時価が著しく下落したとする判断基準を期末日の時価が帳簿価

額の30%以上下落した場合と定め、基準を下回るもの全てについて評価減を実施しております。 

 

【税効果会計について】 

税効果会計制度の活用により発生した繰延税金資産に関しましても毎期見直しすることにより、当中間

連結会計期間末における繰延税金負債の純額が1,537百万円となり、将来の会社損益に影響を及ぼす虞が

あるものは計上しておりません。 

 

【有利子負債並びに資金調達について】 

有利子負債額につきましては削減に努めており、当中間連結会計期間末の残高は、66,582百万円と前年

同期に比べ635百万円減(0.9%減)となりました。なお、資金面に於いては株式会社ＵＦＪ銀行、

株式会社三井住友銀行、株式会社東京三菱銀行の主要取引行３行をアレンジャーとする総額15,000百

万円のコミットメントライン契約を締結し、安定的な運転資金の調達を行っております。  
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2. 当中間期の概況 

当中間連結会計期間における我が国経済は、デフレ圧力がさらに強まる中、企業の設備投資、個人消費などの内

需に回復の兆しが見えない厳しい状況下で推移いたしました。 

建設業界におきましても、建設投資額の減少による受注競争の激化により、経営環境は極めて厳しい状況が続き

ました。 

 このような情勢下におきまして、当中間連結会計期間の業績は次のとおりとなりました。 

 

工 事 受 注 高                    71,312 百万円 

売 上 高                    67,125 百万円 

経 常 利 益                  △  1,212 百万円 

中 間 純 利 益                   △  2,205 百万円 

 

 

売上高につきましては、不動産事業等売上高の増加により、前回発表予想数値に比べ5,025百万円増

(8.0%増)の67,125百万円となりました。経常利益につきましてはコストダウンの推進と、一般管理費等の

経費削減効果により前回発表予想数値に比べ338百万円増(21.8%増)の△1,212百万円となりました。 

中間純利益につきましては、さきの財務方針に基づき、当中間連結会計期間に投資有価証券の時価が取

得原価に比べて30%以上下落した全ての銘柄について減損処理を行い、非上場有価証券の評価減28百万円

と併せた合計770百万円の評価損を計上したことにより、前回発表予想数値に比べ425百万円減(23.8%減)

の△2,205百万円となりました。 

 

 

 

      3. 通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、金融機関の不良債権処理の加速、株式市場の低迷、雇用不安の高まりによる個

人消費の低迷や企業の設備投資の更なる落ち込みが懸念され、引き続き厳しい経済情勢が続くものと思われます。 

こうした中、建設市場の先細りが予想され、当グループを取り巻く経営環境は引き続き予断を許さない状況が

続くものと予測されます。 

このような情勢下におきまして、当グループの通期業績予想は次のとおりであります。 

 

工 事 受 注 高               約     180,000 百万円 

売 上 高               約     200,200 百万円 

経 常 利 益               約       1,100 百万円 

当 期 純 利 益               約         650 百万円 

配 当 金                未   定 
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 中 間 連  結  貸 借 対 照 表  
  

                                                    (金額：百万円未満切捨) 

  対 前 年      前連結会計年度の          

 当 中 間 期          前 中 間 期            

  中 間 期      要約連結貸借対照表          

平成14 年9 月30日現在         平成13 年9 月30日現在           

  比 較 増 減      平成14 年3 月31日現在         

          

                            期   別 

 

 

    科   目 

金  額 構成比    金  額 構成比    金   額 金   額 構成比    

 （ 資 産 の 部 ）      ％      ％      ％ 

        

Ⅰ 流  動  資  産  183,674    73.4  174,290    69.8 9,383 170,430    71.0 

    現 金 預 金             27,572   29,530  △ 1,957 12,892  

     受取手形・完成工事未収入金等            32,632   36,808  △ 4,176 52,208  

    未 成 工 事 支 出 金             115,389   94,881  20,508 84,328  

    販 売 用 不 動 産             3,844   5,359  △ 1,515 15,436  

    そ の 他             5,488  9,029  △ 3,541 6,895  

         貸 倒 引 当 金          △ 1,252  △ 1,318  66 △ 1,329  

        

        

        

Ⅱ 固  定  資  産 66,585    26.6 75,484    30.2 △ 8,899 69,664    29.0 

 １ 有 形 固 定 資 産 21,011  22,079  △ 1,068 21,244  

   建 物 ・ 構 築 物            14,255  14,334  △ 78 14,261  

   機械・運搬具・工具器具備品            1,964  2,040  △ 76 1,964  

    土 地            13,851  14,398  △ 547 13,851  

    建 設 仮 勘 定            3  4  △ 1 5  

         減価償却累計額          △ 9,063  △ 8,698  △ 365 △ 8,839  

        

        

 ２ 無 形 固 定 資 産 56  62  △ 5 57  

        

        

 ３ 投 資 等 45,518  53,342  △ 7,824 48,362  

   投 資 有 価 証 券            38,446  44,847  △ 6,401 41,820  

   長 期 貸 付 金            6,802  21,673  △ 14,871 6,814  

    そ の 他            4,123  4,133  △ 9 3,606  

        貸 倒 引 当 金          △ 3,854  △ 17,311  13,457 △ 3,878  

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

資  産  合  計 250,260 100.0 249,775 100.0 484 240,095 100.0 
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                                                                                                 (金額：百万円未満切捨) 

  対 前 年      前連結会計年度の          

当 中 間 期          前 中 間 期            

  中 間 期      要約連結貸借対照表          

平成14 年9 月30日現在         平成13 年9 月30日現在           

  比 較 増 減      平成14 年3 月31日現在         

          

                         期   別 

 

   

    科   目 

金  額 構成比    金  額 構成比    金   額 金   額 構成比    

（ 負 債 の 部 ）      ％  ％       ％ 

         

Ⅰ 流  動  負  債  172,364 68.9  183,569 73.5 △ 11,204  165,653 69.0 

   支払手形・工事未払金等             47,755   49,663  △ 1,908 61,004  

   社債(1年以内償還予定) 

    短 期 借 入 金            

 

 

3,960 

27,365 

 

 

 

 

- 

48,494 

 

 

 

△ 

3,960 

21,129 

- 

40,247 

 

 

    未 成 工 事 受 入 金             91,932   78,630   13,301 61,366  

    引 当 金             150   57   93 166  

    そ の 他             1,200   6,722  △ 5,522 2,868  

           

           

Ⅱ 固  定  負  債  50,290 20.1  32,974 13.2  17,316 43,682 18.2 

    社 債             5,040   3,000   2,040 3,000  

    長 期 借 入 金             30,217   15,723   14,493 23,577  

   繰 延 税 金 負 債             2,395   -   2,395 2,900  

   引 当 金             10,145   11,539  △ 1,393 11,511  

    そ の 他             2,492   2,711  △ 219 2,693  

           

           

           

    負 債 合 計  222,655 89.0  216,543 86.7  6,111 209,336 87.2 

           

           

           

           

 （ 資 本 の 部 ）           

           

Ⅰ 資 本 金  - -  3,695 1.5 △ 3,695 3,695 1.5 

Ⅱ 資 本 準 備 金  - -  522 0.2 △ 522 522 0.2 

Ⅲ 連 結 剰 余 金  - -  18,624 7.5 △ 18,624 17,724 7.4 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  - -  10,389 4.2 △ 10,389 8,817 3.7 

Ⅵ 自 己 株 式  - - △ 0 △  0.0  0 △ 0 △ 0.0 

           

           

    資 本 合 計  - -  33,231 13.3 △ 33,231 30,759 12.8 

           

           

Ⅰ 資 本 金  3,695 1.5  - -  3,695 - - 

Ⅱ 資 本 剰 余 金  522 0.2  - -  522 - - 

Ⅲ 利 益 剰 余 金  15,335 6.1  - -  15,335 - - 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  8,052 3.2  - -  8,052 - - 

Ⅵ 自 己 株 式 △ 1 △ 0.0  - - △ 1 - - 

           

           

    資 本 合 計  27,604 11.0  - -  27,604 - - 

           

         

負 債 ・ 資 本 合 計  250,260 100.0 249,775 100.0 484 240,095 100.0 
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 中 間  連  結 損 益 計 算 書  
 

                                                                       (金額：百万円未満切捨) 

 前連結会計年度の           
   当  中  間  期    前 中 間 期        

 要約連結損益計算書           

   

自平成14年4月 1日 自平成13年4月 1日 自平成13年4月 1日 

至平成14年9月30日 至平成13年9月30日 

対 前 年      
 

中 間 期      
 

比較増減      至平成14年3月31日 

              

                   期   別 

    

 

 

 

   科   目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 金 額 百分比 

      ％     ％       ％ 

Ⅰ 売 上 高  67,125   100.0 74,090   100.0 △ 6,965  194,501   100.0 

  完 成 工 事 高             ( 54,436 )  ( 71,963 )  (△ 17,526 ) ( 191,175 )  

  不動産事業等売上高             ( 12,688 )  ( 2,127 )  ( 10,560 ) ( 3,325 )  

                

Ⅱ 売 上 原 価  63,681    67,718   △ 4,037   177,372   

  完 成 工 事 原 価             ( 51,615 )  ( 66,199 )  (△ 14,583 ) ( 175,210 )  

  不動産事業等売上原価             ( 12,066 )  ( 1,519 )  ( 10,546 ) ( 2,161 )  

  

   売 上 総 利 益 

 

 

 

3,443 

 

 

 

   5.1 

 

 

 

6,371 

 

 

  

   8.6 

 

△ 

 

2,928 

 

 

 

 

 

17,129 

 

 

  

   8.8 

  完 成 工 事 総 利 益             ( 2,821 )  ( 5,763 )  (△ 2,942 ) ( 15,965 )  

  不動産事業等総利益             ( 622 )  ( 608 )  ( 14 ) ( 1,163 )  

                

Ⅲ 販売費及び一般管理費  4,720    6,207   △ 1,487   14,664   

    営 業 利 益 △ 1,277  △  1.9  164     0.2 △ 1,441   2,464     1.3 

Ⅳ 営 業 外 収 益  788    1,203   △ 414   2,176   

  受 取 利 息             ( 480 )  ( 440 )  ( 39 ) ( 1,005 )  

   受 取 配 当 金             ( 153 )  ( 199 )  (△ 46 ) ( 320 )  

  そ の 他             ( 155 )  ( 563 )  (△ 408 ) ( 850 )  

                

Ⅴ 営 業 外 費 用  723    722    1   1,460   

  支 払 利 息             ( 659 )  ( 695 )  (△ 35 ) ( 1,357 )  

  そ の 他             ( 64 )  ( 26 )  ( 37 ) ( 103 )  

     経 常 利 益 △ 1,212  △  1.8  645     0.9 △ 1,857   3,180     1.6 

          
Ⅵ 特 別 利 益 

 
203 
   

6,547 
  

△ 6,343 
  
9,019 
  

    
Ⅶ 特 別 損 失 

 
825 
 

 

 
510 
   

315 
 

 
3,225 
  

 

税金等調整前中間(当期)純利益  

 

△ 

 

1,834 

 

 

  

△  2.7 

 

 

 

6,682 

 

 

 

   9.0 △ 

 

8,516 

 

 

 

 

 

8,974 

 

 

 

   4.6 

                

法人税、住民税及び事業税                 246    1,402   △ 1,155   448   

                

法 人 税 等 調 整 額                 124    3,263   △ 3,139   7,409   

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益                △ 2,205  △  3.3  2,016     2.7 △ 4,221   1,115     0.6 
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 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書   
 

                                                                        (金額：百万円未満切捨) 

   

 当 中 間 期          前 中 間 期          

  

前連結会計年度の           

  要約連結剰余金計算書 

 自  平成14年4月 1日 自  平成13年4月 1日 自  平成13年4月 1日 

 

                  

                    期   別 

 

 

 科   目 

 

至  平成14年9月30日 至  平成13年9月30日 至  平成14年3月31日 

        

        

 Ⅰ  連 結 剰 余 金 期 首 残 高                       -     16,608     16,608 

        

 Ⅱ  中 間 （ 当 期 ） 純 利 益                     -      2,016      1,115 

    

 
Ⅲ  連結剰余金中間期末（期末）残高               

 
        - 

 
   18,624 

 
   17,724 

        

 （資本剰余金の部）       

 Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高             522       522 -         - -         - 

    

 
Ⅱ 資本剰余金中間期末残高             

 
      522 

 
        - 

 
        - 

        

 

17,724 

 

   17,724 

 

- 

 

        - 

 

- 

 

        - 

 （利益剰余金の部） 

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高             

 

Ⅱ 利 益 剰 余 金 減 少 高             

  中 間 純 損 失 

  株 主 配 当 金 

 

 

2,205 

183 

 

 

 

    2,389 

 

 

- 

- 

 

 

 

        - 

 

 

- 

- 

 

 

 

        - 

   
Ⅲ  利益剰余金中間期末残高             

 
    15,335 

 
        - 

 
        - 
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 中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー 計 算 書   
                                                                     (金額：百万円未満切捨) 

 前連結会計年度の           

 
 当 中 間 期           前 中 間 期          

要約ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書           

 

 

自 平成14年4月 1日 

至 平成14年9月30日 

自 平成13年4月 1日 

至 平成13年9月30日 

自 平成13年4月 1日 

至 平成14年3月30日 

               

                              期   別 

   

   科   目 

金   額 金   額 金   額  

 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

    税金等調整前中間(当期)純利益 

 

 

 

     減 価 償 却 費                 

     貸倒引当金の増減額(減少:△)                 

    退職給付引当金の増減額(減少:△)                 

 

△

 

△

△

 

1,834 

237 

101 

1,365 

△

 

6,682 

291 

27 

26 △

 

8,974 

580 

238 

13 

      受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                 △ 633 △ 639 △ 1,325 

      支 払 利 息                  659 695 1,357 

      販 売 用 不 動 産 評 価 損                  - - 1,179 

      固 定 資 産 土 地 評 価 損                  - - 351 

      投 資 有 価 証 券 評 価 損                  770 365 751 

      ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損                  0 69 81 

     有 形 固 定 資 産 売 却 益                    - - △ 8,802 

      売 上 債 権 の 減 少 額                  19,576 15,888 489 

      未 成 工 事 支 出 金 の 増 加 額                 △ 31,061 △ 21,064 △ 10,511 

      販売用不動産の増減額(増加:△)                  11,591 1,122 △ 10,134 

      仕入債務の増減額( 減少: △)                 △ 13,249 △ 4,272 7,068 

     未成工事受入金の増減額(減少:△)                  30,565 8,853 △ 8,410 

      そ の 他                 △ 1,726 △ 4,416 △ 1,913 

         小             計 

 

13,428  3,574 △ 20,039 

      利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額                 451  443 972 

      利 息 の 支 払 額                 △ 626 △ 713 △ 1,356 

      法 人 税 等 の 支 払 額                 292 △ 334 △ 799 

      営業活動によるキャッシュ・フロー                 13,546 2,970 △ 21,223 

     

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

      有形固定資産の取得による支出                 

      有形固定資産の売却による収入                 
    投資有価証券の取得による支出                 
    投資有価証券の売却による収入                 

△

△

1 

- 

386 

1,616 

△

△

3 

2,803 

9,508 

0 

△

△

20 

9,380 

9,642 

0 

      貸 付 金 の 減 少 額                 11 633 1,869 

      そ の 他                 321 △ 6 329 

      投資活動によるキャッシュ・フロー 1,561 △ 6,080 1,917 

     

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

      短 期 借 入 金 純 減 少 額                 
    長 期 借 入 に よ る 収 入                 

    社 債 の 発 行 に よ る 収 入                 

△ 13,172 

6,930 

6,000 

△ 6,762 

3,500 

- 

△ 22,154 

18,500 

- 

△ 183 - -       配 当 金 の 支 払 額                 

     財務活動によるキャッシュ・フロー 

 

△ 426 △ 3,263 △ 3,656 

 Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）                    14,680 △ 6,373 △ 22,962 

 Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高 12,892 35,854 35,854 

 Ⅵ 現金及び現金同等物中間期末(期末)残高  27,572 29,480 12,892 
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〔中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項〕 

    1.連結の範囲に関する事項 

        連結子会社数            4 社 

          五番町ビル株式会社、京町堀地所株式会社、ゼニタカ地所株式会社、泉地所株式会社 

        非連結子会社数      3 社 

          非連結子会社3 社の合計の総資産、売上高、中間純損益及び利益剰余金等は、いずれも中間連結財務諸表 

     に重要な影響を及ぼしていない。 

    2.持分法の適用に関する事項 

        持分法適用会社数           なし 

        持分法非適用会社数           3 社 

        (持分法の適用から除いた理由) 

        上記の持分法非適用の非連結子会社は、それぞれ中間純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、 

    かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外している。 

    3.連結子会社の中間決算日等に関する事項 

        連結子会社の中間決算日は、中間連結財務諸表提出会社と同一である。 

    4.会計処理基準に関する事項 

     (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

          有価証券 

            満期保有目的の債券・・償却原価法(定額法) 

            その他有価証券 

              時価のあるもの・・・中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により 

                                  処理し、売却原価は主として移動平均法により算定している。） 

              時価のないもの・・・移動平均法による原価法 

         たな卸資産 

            未成工事支出金・・・・個別法による原価法 

            販売用不動産・・・・・個別法による原価法 

     (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

          有形固定資産 

            定率法によっている。 

         無形固定資産 

          定額法によっている。 

            なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいている。 

     (3)重要な引当金の計上基準 

          貸倒引当金 

            売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒 

      懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

          完成工事補償引当金 

            完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当中間期末に至る１年間の完成工事高に対する将来の 

      見積補償額に基づいて計上している。 

          退職給付引当金 

            従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間 

      期末において発生していると認められる額を計上している。 

          役員退職慰労引当金 

            役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金内規に基づく中間期末要支給額の100％を計上 

       している。 

     (4)リース取引の処理方法 

         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

          通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

     (5)消費税等の会計処理 

        消費税等に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。 

    5.中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

       中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能 

        な預金(預入期間が３か月を超える定期預金を除く）からなっている。 
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   〔追加情報〕 

    （自己株式および法定準備金取崩等会計） 

      当中間連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第1号） 

   を適用している。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響は軽微である。 

    なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の資本の 

   部及び中間連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成している。 

 

   〔注記事項〕 

    (中間連結貸借対照表関係) 

 (当中間期) (前中間期) (前連結会計年度) 

1.担保に供している資産       

投資有価証券 192 百万円 309 百万円 174 百万円 

長期貸付金       6,508  6,584  6,508  

2.保 証 債 務 額          325  33  384  

(うち、保証予約等) 

 

(     - ) (     - ) (     - ) 

3.受取手形割引高          7  50  48  

 

 

    (中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

     現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間(期末)連結貸借対照表に掲記されている科目との関係 

 

                                                (当中間期)    (前中間期)    (前連結会計年度) 

           現金預金勘定                          27,572 百万円     29,530 百万円     12,892 百万円 

           預入期間が３か月を超える定期預金           -          △    50                 -        

          現金及び現金同等物                    27,572            29,480            12,892 

 

    (リース取引関係) 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

     1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 

                                                (当中間期)    (前中間期)    (前連結会計年度) 

           取 得 価 額 相 当 額                            230 百万円        380 百万円        435 百万円 

            減価償却累計額相当額                            118               272               300        

            中間期末(期末)残高相当額              111               108                135 

 

     2.未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

            １ 年 内                                43                43                40 

           １ 年 超                         67                29                63      

              計                                    111                73               103 

 

     (注)取得価額相当額及び未経過リース料中間期末(期末)残高相当額の算定は、支払利子込み法によっている。  

 

     3.支払リース料及び減価償却費相当額 

            支 払 リ ー ス 料                               25                41                75 

            減 価 償 却 費 相 当 額                               25                37                68 

 

     4.減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。  
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 セ  グ  メ  ン  ト  情  報  
 

 

            1.事業の種類別セグメント情報 

 

            当中間期(平成14年4月1日～平成14年9月30日)                            （金額：百万円未満切捨） 

 
建 設 事 業       不動産事業       計 消去又は全社       連  結 

 売      上      高 

 (1)外部顧客に対する売上高             

 

54,436 

 

    12,688 

 

67,125 

 

           - 

 

    67,125 

 (2)セグメント間の内部             

   売 上 高 又 は 振 替 高             
     3           9     12      (    12)          - 

              計     54,440     12,697     67,137     (    12)     67,125 

 営  業  費  用           56,092      12,112 68,205           197      68,402 

 営業利益(又は営業損失)  △ 1,652          585 △ 1,067       (   209)    △ 1,277  

 

 

            前中間期(平成13年4月1日～平成13年9月30日)                           （金額：百万円未満切捨） 

 
建 設 事 業 不動産事業       計 消去又は全社       連  結 

 売      上      高      

 (1)外部顧客に対する売上高                 71,963      2,127     74,090          -    74,090 

 (2)セグメント間の内部             

   売 上 高 又 は 振 替 高             
        13         10         24     (  24)         - 

            計     71,976      2,137     74,114     (   24)    74,090 

 営  業  費  用               71,900      1,590     73,490        435    73,926 

 営   業   利   益                   76        547        624     (  460)       164 

 

 

            前連結会計年度(平成13年4月1日～平成14年3月31日)                       （金額：百万円未満切捨）  

 
建 設 事 業       不動産事業       計 消去又は全社       連  結 

 売      上      高      

 (1)外部顧客に対する売上高                191,175      3,325    194,501          -   194,501 

 (2)セグメント間の内部             

   売 上 高 又 は 振 替 高             
         -         55         55     (  55)         - 

            計    191,175      3,381    194,556     (   55)   194,501 

 営  業  費  用              189,264      2,259    191,524         511   192,036 

 営   業   利   益                 1,911      1,121      3,032     (  567)     2,464 

 

 

 

 

 

 

 



株式会社 錢高組 

- 13 - 

     (注)(1)事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

         ①事業区分の方法 

             日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

         ②各区分に属する主要な事業の内容 

            建設事業      ： 土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

            不動産事業     ： 不動産の売買、賃貸並びに仲介等に関する事業 
       (2)営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は当中間期211百万円、前中間期 

      461百万円、前連結会計年度557百万円である。その主なものは、提出会社本社の管理部門に係る費用である。                                                

 

 

    2.所在地別セグメント情報 

        当中間期、前中間期及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の 

    合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略し 

    ている。 

 

 

    3.海外売上高 

        当中間期、前中間期及び前連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高 

    の記載を省略している。 
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 受 注、売 上 及 び 繰 越 高 の 状 況  
 

                                                      （金額：百万円未満切捨） 

当 中 間 期 前  中  間  期  対 前 年         前   期 

自平成14年4月 1日 自平成13年4月 1日  中 間 期         自平成13年4月 1日 

至平成14年9月30日 至平成13年9月30日  比 較 増 減         至平成14年3月31日 

                    

            期  別 

   

  区  分 
   金 額    ％    金 額    ％   金 額   ％    金 額    ％ 

   官公庁      42,651       50,097   △ 7,445 △14.9      50,097  

前  建  築  民 間     101,137   52.9      88,141   49.3    12,996   14.8      88,141   49.3 

期     計     143,789      138,238      5,550    4.0     138,238  

繰   官公庁      97,914      109,518   △11,603 △10.6     109,518  

越  土  木  民 間      29,890   47.1      32,863   50.7  △ 2,973 △ 9.0      32,863   50.7 

工     計     127,804      142,381   △14,576 △10.2     142,381  

事   官公庁     140,566      159,615   △19,049 △11.9     159,615  

高    計  民 間     131,028  100.0     121,004  100.0    10,023    8.3     121,004  100.0 

     計     271,594      280,620   △ 9,025 △ 3.2     280,620  

 

  官公庁      12,786        6,904      5,882   85.2      18,958  

 建  築  民 間      38,266   71.6      45,375   70.6  △ 7,108 △15.7      95,904   63.1 

    計      51,053       52,279   △ 1,225 △ 2.3     114,863  

  官公庁      15,767       18,060   △ 2,293 △12.7      49,141  

 土  木  民 間       4,491   28.4       3,736   29.4       754   20.2      18,145   36.9 

    計      20,258       21,797   △ 1,538 △ 7.1      67,286  

  官公庁      28,554       24,964      3,589   14.4      68,099  

   計  民 間      42,758  100.0      49,111  100.0  △ 6,353 △12.9     114,050  100.0 

受

  

注

  

工

  

事

  

高     計      71,312       74,076   △ 2,764 △ 3.7     182,149  

 

  官公庁       5,922  (85.2)       7,047  (60.5)  △ 1,124 △16.0      26,404  (57.2) 

建 築  民 間      40,459   69.1      36,493   58.8     3,966   10.9      82,908   56.2 

    計      46,382       43,541      2,841    6.5     109,312  

  官公庁       6,005  (14.8)      22,793  (39.5)  △16,787 △73.7      60,745  (42.8) 

土 木  民 間       2,048   12.0       5,628   38.4  △ 3,580 △63.6      21,118   42.1 

    計       8,054       28,422   △20,367 △71.7      81,863  

  官公庁      11,928 (100.0)      29,840 (100.0)  △17,911 △60.0      87,149 (100.0) 

  計  民 間      42,508   81.1      42,122   97.2       385    0.9     104,026   98.3 

完

  

成

  

工

  

事

  

高     計      54,436       71,963   △17,526 △24.4     191,175  

不動産事業等売上高               12,688   18.9       2,127    2.8    10,560  496.4       3,325    1.7 

売 
 
 

上 
 
 

高 

    合   計      67,125  100.0      74,090  100.0  △ 6,965 △ 9.4     194,501  100.0 

 

   官公庁      49,515       49,953   △   438 △ 0.9      42,651  

次  建  築  民 間      98,944   51.5      97,022   52.0     1,922    2.0     101,137   52.9 

期     計     148,460      146,976      1,484    1.0     143,789  

繰   官公庁     107,676      104,786      2,890    2.8      97,914  

越  土  木  民 間      32,332   48.5      30,970   48.0     1,362    4.4      29,890   47.1 

工     計     140,009      135,756      4,252    3.1     127,804  

事   官公庁     157,191      154,739      2,452    1.6     140,566  

高    計  民 間     131,277  100.0     127,993  100.0     3,284    2.6     131,028  100.0 

     計     288,469      282,733      5,736    2.0     271,594  
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 有 価 証 券  
        当中間期末(平成14年9月30日現在) 

         1.満期保有目的の債券で時価のあるもの                                  (金額：百万円未満切捨) 

 中間連結貸借対照表計上額             時      価 差   額 

(1) 国 債 ・ 地 方 債 等                         469              485             16 

(2) 社 債                            8               10              1 

(3) そ の 他                           -                -              - 

       合          計              478              495             17 

    

         2.その他有価証券で時価のあるもの                                             (金額：百万円未満切捨) 

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

(1) 株 式                      15,249            28,670         13,421 

(2) 債 券                           -                 -              - 

(3) そ の 他                           -                 -              - 

       合          計           15,249            28,670         13,421 

        （注）当中間期末において減損処理を行い、投資有価証券評価損770百万円を計上している。 

           なお、投資有価証券の時価が取得原価に比べて30％以上下落した全ての銘柄につき減損処理を行っている。 

      ３．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

        (1)満期保有目的の債券 

          該当事項なし。 

        (2)その他有価証券 

          非上場株式（店頭売買株式を除く）          1,651百万円 

          非上場証券投資信託の受益証券            7,900百万円 

   

        前中間期末(平成13年9月30日現在)  

         1.満期保有目的の債券で時価のあるもの                                  (金額：百万円未満切捨) 

 中間連結貸借対照表計上額             時      価 差   額 

(1) 国 債 ・ 地 方 債 等                         597              633             35 

(2) 社 債                         7               10              2 

(3) そ の 他                           -                -              - 

       合          計            605              643             37 

 

         2.その他有価証券で時価のあるもの                                             (金額：百万円未満切捨) 

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

(1) 株 式                      15,977           33,292         17,315 

(2) 債 券                           -                -              - 

(3) そ の 他                           -                -              - 

       合          計           15,977           33,292         17,315 

        （注）前中間期末において減損処理を行い、投資有価証券評価損365百万円を計上している。 

           なお、投資有価証券の時価が取得原価に比べて30％以上下落した全ての銘柄につき減損処理を行っている。 

       3．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

         (1)満期保有目的の債券 

           該当事項なし。 

        (2)その他有価証券 

           非上場株式（店頭売買株式を除く）          1,587百万円 

           非上場証券投資信託の受益証券            9,500百万円 
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       前連結会計年度末(平成14年3月31日現在) 

         1.満期保有目的の債券で時価のあるもの                                   (金額：百万円未満切捨)    

 連結貸借対照表計上額             時      価 差   額 

(1) 国 債 ・ 地 方 債 等                          508              531             23 

(2) 社 債                           8               10              2 

(3) そ の 他                           -                -              - 

       合          計            516              542             25 

                                                                                                           

         2.その他有価証券で時価のあるもの                                              (金額：百万円未満切捨)    

 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 

(1) 株 式                       15,633           30,329         14,695 

(2) 債 券                            -                -              - 

(3) そ の 他                            -                -              - 

       合          計           15,633           30,329         14,695 

        （注）当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損751百万円を計上している。 

           なお、投資有価証券の時価が取得原価に比べて30％以上下落した全ての銘柄につき減損処理を行っている。 

 

       3．時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

         (1)満期保有目的の債券 

           該当事項なし。 

 

        (2)その他有価証券 

           非上場株式（店頭売買株式を除く）          1,623百万円 

           非上場証券投資信託の受益証券            9,500百万円     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


